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本号は、昨年度から始まった共同研究mr都市の安全確保と安心システムの構築に関する総合的研
究」の一貫としての研究成果の報告である。 1999年は、阪神・淡路大震災からの5年目で、仮設住宅
居住も終了するなど、ひとつの震災復興の区切りの時期でもあったが、 8月17日にはトルコでコジャ
エリ地震 (M.7.4)が、 1ヶ月後には台湾で集集地震 (M.7.8)が発生し、多数の犠牲者を出した。こ
の二つの地震はともに地表に出現した断層の変位が大きく、集合住宅の被害も額著で、都市的地震災
害としても阪神・淡路大震災とはまた異なる様相を呈した。様々な機聞からの現地調査が実施される
中で、本学の防災研究の関係者もこれらの被災地を訪問し、被害状況を調査する機会を得た。そこで、
昨年度暮れから共同研究会を開催し、トルコの地震及び台湾の地震についての意見交換を進めてきた。
この特集「最近の地震災害と防災課題」は、こうした研究会での報告を基に企画したものである。
まず、トルコ・コジャエリ地震に関連しては、 3本の調査報告がある。中林一樹「トルコ・コジャ
エリ地震の都市災害としての特徴と震災対策の課題」は、科研費の突発災害調査に参加した著者が、現
地で収集した資料を基に地震災害後の緊急対応の実態や復旧復興に向けての対応状況など課題を整理
したものである。被災地はトルコの先進的な産業地域であるが、 KoheiSuzuki“Report on Damage 
of Industrial Facilities in the 1999 Kocaeli Earthquake. Turkey" (鈴木浩平「トルコ・
コジャエリ地震における生産施設の被害と特徴(英文)J)は、石油精製所を中心とする産業施設の被
害の状況とその特徴を、当事者からのヒアリングを含めて整理している。また、北山和宏「トルコ・
コジャエリ地震の建物被害調査の抄録」は、建築学会の調査団に参加した著者が、建物被害の大部分
を占めた鉄筋コンクリート造建物の被害の特徴について取りまとめたものである。
台湾・ 921集集大地震には、 5本の調査報告論文をそろえた。まず、西川孝夫 r921集集大地震(台
湾中部地震)の強震動特性と建物被害」は、台湾の建築構造に詳しい著者が、震災直後に現地入りし
て行った調査から、建物被害の特徴を強震動特性から検討したものである。栗山利男他 r1999年台湾
集集大地震における建物被害に関する一考察」も同様に、現地調査に基づく知見からこの地震での建
物被害の特徴を考察したものである。岩楯倣広他「台湾集集地震土木構造物の被害と特徴」は、断層
による変位とともに断層域直上での強い揺れがもたらした土木施設の被害のうち、とくにトンネル被
害に着目した報告である o 中林一樹 r921台湾集集地震災害の特徴と震災対策の課題」は、地震から
2ヶ月後に現地を訪問し、緊急対応の実態及び復旧復興への動きを現地調査したが、その後の知見をも
含めて、巨大な断層の変位が出現したときの地震対策のあり方について考察したものである。また、鈴
木浩平 r1999年台湾・集集地震における電力施設の被害について」は、震源地近傍に台湾で最も重要
な変電施設等が被災し、長期にわたって全国的に電力不足をもたらしてしまったのであるが、その電
力施設の被害について報告するものである。
本号には、その他に、阪神・淡路大震災を契機とする研究論文を4本掲載した。池田恒男「世紀末
日本における都市防災と土地法制(1)Jは、阪神・淡路大震災で露呈した都市防災あるいは都市復興
に関連するわが国の土地法制の問題点と課題を論考したものである。また、草野 郁「阪神・淡路大
震災における被災地自治体技術職員へのアンケート調査」は、阪神・淡路大震災で被災した地域の自
治体職員のうちとくに技術系職員の震災対応実態を調査した貴重な報告である。塩野計司他「供給系
ライフラインの震害による生活支障 (3)一評価法の改善と 1995年兵庫県南部地震への適用一」は、
都市災害で避難所への避難者増大の原因の一つであるライフライン系の支障への対応措置を検討して
きたモデルを阪神・淡路大震災に適用してモデルの再現性を検討したものである。荏本孝久他「阪神・
淡路大震災における被害の時系列追跡調査」は、膨大な事象が報告されている阪神・淡路大震災につ
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いて、それらの災害事象の推移を時系列的に整理し、都市型地震災害の全体像の把握を試みた分析で
ある。
さらに、加藤孝明他「地域防災計画策定支援システムの必要性とその例示Jは、職員参加による自
主的な地域防災計画策定をめざす支援システム技術の考え方を提案している。天国邦博他「都道府県
を対象とした自然災害統計の分析一地域特性指標データベース作成とその関連性についての検討一」は、
過去30年間余の都道府県別データを基に、わが国の近年の災害状況を把握するためのデータベースの
意義と可能性を論じた。青村 茂・高倉浩史「密度依存を考慮した個体数予測のコンビュータシミュ
レーションーウリミパエ根絶事業に見る個体数予測-Jは、災害も含めて時間とともに推移する事態
を予測するシミュレーションについて提案したものである。
2000年 7月
中林一樹
